
第１．自然人
自然人＝人間のこと
法人＝自然人以外で権利能力を認められたもの

１．権利能力
権利能力＝権利義務の帰属主体たる地位・能力
自然人ならば皆等しく有する
→自然人の場合には，出生してから（「出生」の意義について全部露
出説が通説）死亡するまで権利能力を有する（３Ⅰ）

胎児の権利能力 司H26

ａ　胎児は人ではないため，権利能力が認められないのが原則であるが，
以下の例外が認められている
ア　不法行為に基づく損害賠償請求（721）
イ　相続（886） 司H18-7-ｲ
ウ　遺贈（965）
（エ　認知を受けることができる能力（783 Ⅰ））
ｂ　胎児の権利能力については，以下の学説が対立している
停止条件説：胎児中には権利能力がなく，生きて生まれたときに，そ
の権利能力が懐胎時又は不法行為時にまで遡って発生すると解する
立場（大判昭 7.10.6）
解除条件説：胎児中にも，生まれたものとみなされる範囲内において
制限的な権利能力があり，生きて生まれなかった場合には遡って権
利能力を失うと解する立場

２．意思能力
自己の行為の結果を弁識するに足るだけの精神能力（判断能力のこと）
→意思無能力者の行為は無効となる（大判明 38.5.11【百選Ⅰ５】）

旧H22-1 司H25-2[予1]-ｱ

ex．幼年，高度の精神病，あるいは泥酔

２　

人

第１．自然人 ･･････････････････････ 11
第２．法人 ････････････････････････ 16

４頁

この無効は相対的無効
であると解されている
→相手方から無効主張
することはできない
旧H22-1

∵　意思無能力者の保
護を目的とするもの
である
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３．行為能力

⑴　意義

自らの行為により法律行為の効果を確定的に自己に帰属させる能力
（＝財産の管理・運用能力）

⑵　行為能力制度

一般的・恒常的に能力不十分とみられる者を一定の形式的基準で画一
的に定め，行為当時に具体的に意思能力があったか否かを問わず，一律
に法律行為を取り消すことができるとする制度

⑶　行為能力制度の趣旨

ア　意思無能力者であることの立証責任は意思無能力者の側にあるため，

意思無能力者の負担が大きい

イ　意思無能力でなくとも，保護しなければならない者も存在する

→行為能力制度を創設し，制限行為能力者には保護者を設けるととも
に，制限行為能力者が単独で行った行為は取り消し得る（意思無能
力であったことの立証は不要）

⑷　取り消した場合の処理

ア　遡及的無効（121 本文，行為時に遡って無効となる）

cf．将来効

イ　制限行為能力者は「現に利益を受けている限度」（現存利益）で返還

すれば足りる（121 ただし書）

現存利益とは，受けた利益が形を変えてそのまま残っているものをい
う（通説）
ex．遊興費に使った→現存利益なし
ex．生活費に使った→現存利益あり

⑸　保護者の主な権利

ア　同意権＝制限行為能力者の行為に同意を与える権利

同意がない場合には取り消し得る

イ　追認権＝制限行為能力者の行為を遡って有効に確定させる権利

事後の同意権

ウ　取消権＝同意（あるいは追認）がない制限行為能力者の行為を取り消

すことができる権利

エ　代理権＝本人に代わって行為を行うことのできる権利（詳しくは後述

42 頁）

６頁

意思無能力者にも類推
適用されると解されてい
る 旧H22-1

法定代理人が追認した
後は本人も取り消せなく
なることに注意 司H25-
3-4
制限行為能力者自身も

取り消すことができる
こ と に 注 意 司H18-32-
1,H24-2-3
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⑹　制限行為能力者の種類と保護者の権利

ア　未成年者＝満 20歳に達しないもの

一部の行為（単に利益を得，又は義務を免れる行為，5Ⅰただし書）
以外，単独で行為ができないのが原則 司H26-1-ｱ,予H23-1-ｱ

ア　保護者＝親権者，未成年後見人（親権者がいない場合） 司H20-2-

ｲ,H22-33-ｲ

イ　保護者の権利＝同意権，追認・取消権，代理権

cf．成年擬制：未成年者であっても婚姻によって，成年者と同様の
行為能力を取得する
∵　精神的に成熟しているのが通常

イ　成年被後見人＝事理弁識能力を欠く常況にある者であって，後見開始

の審判を受けた者 司H24-2-2

一部の行為（日常生活に関する行為）以外単独でできないのが原則
司H18-20-1,H20-3-2,H21-1-3,H26-1-ｲ,H26-3-ｲ

ア　保護者＝成年後見人

イ　保護者の権利＝追認・取消権，代理権（同意権がない） 旧H22-

1 司H18-20-2

ウ　被保佐人＝事理弁識能力が著しく不十分な者であって，保佐開始の審

判を受けた者 ｻﾝ1-ｲ

原則として単独で行為は可能だが，一部の重要な行為（13 条所定の
行為＋家裁の審判があった事項）には保護者の同意を要する 司H18-20-

4,H20-3-3

ア　保護者＝保佐人

イ　保護者の権利＝同意権，追認・取消権，代理権（家裁の審判があっ

た事項のみ） 司H21-1-4,H25-2[予1]-ｴ

エ　被補助人＝事理弁識能力が不十分な者であって，補助開始の審判を受

けた者

原則として単独で行為は可能だが，一部の重要な行為のうち家庭裁判
所が認めた行為（13 条所定の行為の一部）については保護者の同意を
要する（17Ⅰ）

ア　保護者＝補助人

イ　保護者の権利＝同意権，追認・取消権，代理権（家裁の審判があっ

た事項のみ）

成年擬制の効果
ａ　民法上，成年者とし
て取り扱われるのみ
ex．選挙権が付与され
るわけではない

ｂ　婚姻が解消されて
も，成年擬制の効果は
存続する 司H20-3-1

本人以外の者が補助開
始の審判の請求をする際
には，本人の同意が必要
（15 Ⅱ ） ｻﾝ1-ｳ,司H21-1-
5,H24-1-ｱ,H26-1-ｳｵ
∵　被補助人は能力が
「不十分」なだけ
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行為の種類 保護者
の種類

保護者の権限の種類
代理権 同意権 追認権 取消権

未
成
年
者

　特定の行為だけ単
独で有効にできる
イ�　単に権利を得又
は義務を免れる行
為（5Ⅰただし書）
 予H23-1-ｱ
ロ�　処分を許された
財産の処分（5Ⅲ）
 司H22-1-ｱ
ハ�　許された営業に
関する行為（6Ⅰ）
 司H20-2-ｵ,H21-1-2

親権者又は
未成年後見人

○
（824）

○
（5Ⅰ）

○
（122）

○
（120 Ⅰ）

成
年
被
後
見
人

　日常生活に関する
行為以外は，単独で
有効にできる行為な
し
　身分上の行為は別
司H20-3-2,H21-1-

3,H24-1-ｲ,予H23-1-ｵ
　ex．認知（780）

成年後見人 ○
（859）

×
司H18-20-2

○
（122）

○
（120 Ⅰ）
司H21-1-4

被
保
佐
人

　特定の行為（13Ⅰ
列挙事由）だけ単独
で有効にできない

保佐人
×

ただし，
876 条の 4

○
（13Ⅰ）

○
（122）

○
（120 Ⅰ）

被
補
助
人

　特定の行為（13Ⅰ
列挙事由の一部，家
庭裁判所の審査によ
り決まる）だけ単独
で有効にできない
（17Ⅰ）

補助人

×
ただし，
876 条の
9 司H20-
3-4,H24-1-ｵ

○
（17Ⅰ）

○
（122）

○
（120 Ⅰ）
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⑺　制限行為能力者の相手方保護の制度

ア　催告権（20）

相手方が能力者（になった後）・法定代理人等の場合→追認を擬制
司H18-32-3,H19-3-ｱｴ,H20-3-5,H23-2-ｲ,H25-3-1,H27-35-ｱ

相手方が被保佐人・被補助人の場合→取消しを擬制 司H19-3-ｲ,H22-4-ｱ

cf．未成年者，成年被後見人に催告をしても意味をなさない
∵　意思表示の受領能力がない（98の 2）

イ　法定追認（125）

一定の行為があれば，追認したものとみなされる
ex．債務の履行，履行の請求

ウ　権利行使の期間制限（126）

取消権は，追認をすることができる時から 5年，行為の時から 20年
が経過すれば消滅する

エ　詐術による取消権の排除（21） 司H24-2-4

ア　行為能力者であることを相手方に信じさせるための「詐術」を用い

た場合＝取消権を行使できなくなる 予H23-1-ｴ

イ　「詐術」とは，無能力者（制限行為能力者）が相手方に行為能力者

たることを信ぜしめるための積極的手段を用いることをいう

→黙秘しているだけでは足りず，他の言動と相まって相手方を誤信さ
せる必要がある（最判昭 44.2.13）
∵　制限行為能力者が単独で行為をする場合，制限行為能力者である
ことを黙秘するのは当然

擬制（みなす）と推定
擬制→覆すことができ
なくなること
推定→覆すことが可能
（立証責任は負担）

追認できる者が行為を
する必要がある
→制限行為能力者自身
が行為をしてもダメ

第１．自然人　15

第１編　民法総則　２　人


